
都市計画提案制度 の

規模要件 を緩和 しました！

都市計画提案制度って何だろう？

土地所有者などが、決められた条件をクリアすれば、まちの

将来計画である「都市計画」の内容を新しく作ったり、変更

したりすることを市や県に提案できる仕組みです！

つまり、行政だけでなく、地域の皆さんもまちづくりの計画

に積極的に参加できますよ！

規模要件はどう緩和したの？

市街化区域に限定し、提案できる面積要件を

0.5ha以上から0.1ha以上に緩和したよ！

制度の概要や緩和の内容は次のとおりです。

提案の要件

都市計画提案制度の概要

提案できる方

次の⑴～⑶を満たす必要があります

⑴提案を行う区域が、0.5ha以上の一体的な
一団の土地の区域(市街化区域に限って
は0.1ha以上から提案可)

⑵都市計画マスタープランなどの都市計画
に関する法令上の基準に適合している

⑶提案区域内の土地所有者等の２/３以上の
同意を得ている

次のいずれかの方が提案できます

 土地所有者：提案区域内の土地の所有者等

 まちづくり活動を目的として設立された

NPO法人、一般社団法人、一般財団法等

 過去１０年間に0.5ha以上の開発行為を

行ったものがあるもの



地区計画の例

建物の用途は
戸建て住宅を
中心にしたい

壁面位置は
道路から1.5ｍ
以上離したい

緩和の内容

【問い合わせ先】 長崎市 都市計画課

緩和した区域︓
0.1ha以上
から提案可

0.5ha以上
から提案可

市街化区域

都市計画区域

凡例

規模要件の緩和によって、例えば、次のような地区のまちづくりのルールを定め

た地区計画や用途の変更などが、0.1haから提案可能となりました。

建物の高さは10ｍ
以下にしたい

面積要件：0.5ha以上 ⇒ 0.1ha以上

緩和区域：市街化区域に限定

提案内容のイメージ

TEL：095-829-1169
Mail：toshimasu@city.nagasaki.lg.jp

今までは、提案できる規模は0.5ha以上の面

積が必要でしたが、民間主体のまちづくりを

後押しするために、市街化区域に限り0.1ha

以上の面積で提案できるように緩和しました。

POINT

住居専用地域の用途規
制を緩和して、お店を立
てられるようにしたい

緩和内容の詳細はこちら 都市計画提案制度の詳細はこちら


